
地 域 再 生 計 画 
 
 
１ 地域再生計画の名称 
  岡山・萱野「幼・小・中の連携教育」推進計画 
 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 
  三笠市 
 
３ 地域再生計画の区域 
  三笠市の区域の一部（岡山・萱野地区） 
 
４ 地域再生計画の目標 
 

（１）三笠市の概要 

   本市は、北海道のほぼ中央に位置し、札幌市から約５０㎞東に所在する都市である。地勢は、

西に石狩平野が広がり、北東南に幾春別岳、奔別岳等の連山があり、桂沢ダムによって造られ

た桂沢湖を源に東から西に向かって幾春別川が市の中央部を貫流している。行政面積は３０２．

６４㎞²であるが、その８５％は森林に覆われ、水と緑に囲まれた豊かな自然に恵まれている。
また、中世代白亜紀の地層からは、天然記念物のエゾミカサリュウや翼竜アンモナイトなど

様々な動植物の化石が豊富に産出されている。 
   明治元年に石炭が発見されて以来、石炭の採掘とともに発展し、北海道で初めて鉄道が敷

設されるなど、北海道開拓の先鞭を担った炭鉱都市の一つとして、順調に成長してきた。 
   しかし、昭和４０年代に入り主要エネルギーが石油に切り替わるとともに、石炭産業は衰

退の一途をたどり、当市においても昭和６３年に鉄道の廃線、平成元年には市内に５箇所稼

動していた炭鉱も全て閉山した。これに伴い、６万３千人を誇った人口も激減し、その後も

歯止めがかからず過疎化が進み、平成１９年４月現在では１万２千人を切る状況になってい

る。 
   この状況を打破すべく、市では行財政改革を進め、近隣市町村との合併は行わず自立の道

を選択し、先人が営々たる努力に築き上げてきた１２５年の歴史と産業遺産を後世へ引き継

ぐこととしている。また、観光資源の開発のほか、快適な住環境の整備を図り、市民が安心

して暮らせる、「市民の誰もが住んでいて良かったと思えるまちづくり」を目指し、「三笠市

振興開発構想」を策定し、構想の実現に向け「市民と協働のまちづくり」を掲げ、市民と行

政が一丸となって取り組んでいるところである。 
 
（２）計画の趣旨等 
   当該計画の「岡山・萱野地区」は、本市の南西部に位置し、北部は主要国道１２号に面し、

西部は空知支庁所在地である岩見沢市と隣接しており、石炭産業により発展してきた本市に

おいて、水田地帯として、古くから農業が主導的役割を果たしてきた地域である。また、こ



の地域は昔から地域をあげて学校行事や子ども会活動、そして岡山地域の伝統芸能である岡

山傘踊りの保存・伝承に努めるなど、学校と地域が一体となった取組を行っている。 
しかしながら、市の人口の減少と同じくして当該地区においても過疎化及び高齢化が進み、

農業後継者も育たず離農者も増加しており、農業人口も減少を続けている。 
   一方、当該地区内の三笠岡山工業団地に大型商業施設が開業し、新興住宅団地の造成や集

合住宅の建築等、少しずつ活気を見せている。また、時を同じくして、国からの小中一貫教

育特区の認定を受け、市立岡山小学校・市立萱野中学校において、英語教育を基とした小中

一貫教育をスタートさせるなど、市の教育の先駆的地域として新たな一歩を踏み出しており、

このような地域環境の変化による地域の活性化や人口の流入が期待されている。 
   一方、農林水産関係補助対象施設である「多目的研修センター」は、萱野地区における若

手農業後継者の定着化を図り、農業振興をより強力に推進するとともに、地域住民相互間の

融和を図ることにより、地域全体の振興を目的として、昭和５４年に施設計画を策定し、昭

和５５年に建設着手、昭和５６年１月から施設利用が開始されている。 
   施設建設時は、当該地域が純農村地域であり、既存の集会・研修施設が分散しており、小

規模かつ木造による老朽化が著しいものだったため、地域からの強い要望により、１箇所に

集約した形で建設された。建設後は主に農業者の技術研修、営農懇談等、また地域の町内会

活動や収穫祭等の交流活動など幅広く多くの活動に利用されてきた。 
   しかし、地域の過疎化による農業人口の減少及び高齢化が進み、それに伴い施設の利用状況も

年々減少している。現在では年間わずかに利用されているものの、その内容も老人クラブや婦人

会、町内会の利用であり、当初の目的にある農業振興のための利用がほとんどされていない。ま

た、施設の建設から２５年が経過し、老朽化等が進んでおり修繕が必要であるが、市の財政も逼

迫していることから、現在の利用状況では、施設の存続も難しい状況になってきている。 
   そのような中、平成１４年３月の市立幼稚園の閉園後は、市内唯一の幼稚園となっている

民間幼稚園より、園舎が老朽化していることから市の公共施設等への移転による園の存続に

ついての協議申し入れがあった。市としては、三笠市振興開発構想において、幼児の減少、

共働きの増加等を勘案し、保育所と幼稚園の併設を目指していることから、この地域再生計

画により当該施設を園に無償貸与し、「幼稚園」として利用することで、隣接する市立三葉保

育所との連携を実現させ近接する小中一貫教育校及び地域との連携により、幼児教育から充

実させていく「幼・小・中の連携教育」の実現も可能となる。以上のように、多目的研修セ

ンターへの幼稚園の移転により、存続問題の解決にもつながるとともに、幼児・児童・生徒

と地域との交流を核として、地域の再生と活性化を図り、北海道内有数の教育先進地として

発展させていきたい。 
 
【 目 標 】 
 ① 幼稚園と保育園の連携と「小中一貫教育」の連携による「幼・小・中の連携教育」を行い、

低年齢層からの英語教育による国際化の推進を図る 
    ・英語交流授業   （当初３年間）０時間 → １０時間 
    ・「幼稚園・保育所」と小中一貫教育校との英語交流授業 （４年目以降）０時間 → １
０時間 



 ② 地域及び周辺農業者との交流による農業体験学習による情操教育の推進を図る 
    ・幼稚園と保育園の連携による農業体験学習  （当初３年間）０時間 → １５時間 
    ・「幼稚園・保育所」と小中一貫教育校との農業体験学習 （４年目以降）０時間 → １
５時間 
 ③ 農業体験学習により自ら収穫した農産物を取り入れた給食による食育の推進を図る 
    ・「幼稚園・保育所」と小中一貫教育校との交流給食 （年間）０回 → ２回 
 
５ 目標を達成するために行う事業 
 
 ５－１ 全体の概要 
   三笠市では「市民の誰もが住んでいて良かったと思えるまちづくり」を目指し、「三笠市振

興開発構想」を策定し、構想の実現に向け「市民と協働のまちづくり」を掲げ、市民と行政

が一丸となって取り組んでいるところである。そのため、この構想に位置付けている目標の

一つである幼稚園と保育園の連携を実現するため、農林水産関係補助施設を幼稚園として転

用し、隣接する市立三葉保育園との連携により、教育を中心とした幼児・児童・生徒と地域

との交流を核として、地域の活性化を図る。そして、北海道内有数の教育先進地へ発展させ、

地域再生を目指す。 
 
 ５－２ 法第５章の特別の措置を適用して行う事業 
   農林水産関係補助対象施設の有効活用 
 
  ① 事業内容 
    本区域の中心部に農林水産関係補助対象施設である多目的研修センターがあるが、地域

の過疎化による農業人口の減少及び高齢化が進み、施設の利用状況を見ると利用率も年々

減少し、当初の目的にある農業振興のための利用はほとんどされていない。平成１４年３

月の市における公立幼稚園の閉園後、市内唯一の幼稚園となった「学校法人北海道カトリ

ック学園三笠藤幼稚園」が、園舎の老朽化により園の存続の危機に瀕していること、また

市は、保育所と幼稚園の併設を目指していることから、この地域再生計画により当該施設

を園に無償貸与し、「幼稚園」として利用することとしたい。これにより、隣接する市立三

葉保育所及び近接する小中一貫教育校並びに地域との連携により、幼児教育からの充実を

図り、「幼・小・中の連携教育」につなげていくことで、教育を中心とした幼児・児童・生

徒と地域との交流を核として、地域の再生と活性化を図り、北海道内有数の教育先進地と

して発展させていきたい。 
 
② 転用後の事業計画 

    転用後は、幼稚園と隣接する市立三葉保育所との連携を強化するため、グラウンド及び

遊戯施設等の共用から園児と幼児の交流を始め、職員間の交流、共同行事の開催等「幼保

連携」の推進を図る。 
また、近接する「市立岡山小学校」及び「市立萱野中学校」は、構造改革特区計画の承



認を受け、平成１７年度から小学校からの英語教育を基とした小中一貫教育をスタートさ

せていることから、この両校との連携による幼稚園からの英語交流授業の導入、また地域

及び周辺農業者とも連携しての農業体験学習、そして収穫した農産物を利用した交流給食

の実施等、幼児・児童・生徒と地域との交流を核として「幼・小・中の連携教育」を推進

していきたい。 
 
  ③ 事業スケジュール 
    地域再生計画認定後、平成１９年度中に行政財産の転用に係る条例改正を行う。 

平成２０年度当初から教室や幼児用トイレの設置等、幼稚園としての機能を持たせるた

め、施設内の小規模改修を行い、平成２１年４月から本格利用する。 
 
５－３ その他の事業 
   
  ５－３－１ 地域再生計画に必要な支援措置による取組み 
   該当なし 
 
  ５－３－２ 地域再生計画に必要な支援措置によらない独自の取組み 
   ① 岡山・萱野小中一貫教育特区との連携事業 

小中一貫教育を行っている「市立岡山小学校」と「市立萱野中学校」が、幼保連携の

取組みに係る会議に参加して、平成２０年４月から計画の策定等を行う。平成２１年４

月の幼稚園移転と同時に始まる幼保連携の取組みの経過の観察や検証、見直しを行い、

職員の交流や子どもの情報の共有、地域との連携を図りながら協議を進め、英語交流授

業や農業体験学習、交流給食等の幼保連携と小中一貫教育の連携事業の推進を図る。 
 

② 幼保連携に係る取り組み 
地域再生計画認定後から、市立三葉保育所の保護者に三笠藤幼稚園の移転及び今後の

幼保連携に係る取組みの推進について説明を行い、保育所と幼稚園の職員の連携を図り

ながら計画の策定等の協議を行う。平成２１年４月の三笠藤幼稚園の移転を機に、園庭

の共用から子どもたちの交流を始め、英語交流授業や農業体験学習、共同行事の開催等

により、幼保連携の推進を図る。 
 
６ 計画期間 
   認定の日から平成２４年３月末まで 
 
７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 
   ４に示す地域再生計画の目標に掲げた数値について、毎年度、幼稚園及び保育所、小中一

貫教育校からヒアリング等を行い目標の達成度を評価する。 
 
 



８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 
当該施設に近接する「市立岡山小学校」及び「市立萱野中学校」は、構造改革特区計画の

認定を受け、小学１年生から国際科による英語教育の導入、小学３年生から郷土を理解し愛

する心を育む地域科の設置、小学５年生から選択学習の実施と、この３科を柱とした小中一

貫教育を平成１７年度からスタートさせている。現在、試行期間の２年を終え、本格実施に

入ったところであり、学校、地域が一体となって鋭意努力を続けている。 
市として、幼稚園、保育所からの英語交流授業の導入、また地域及び周辺農業者とも連携

しての農業体験学習、そして収穫した農産物を利用した交流給食の実施等といった「幼・小・

中の連携教育」を推進していくためにも、小中一貫教育校との連携は必要不可欠である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



農林水産省関係補助対象施設の有効活用に係る添付書類 
 
１ 補助事業者の意見 
  （北海道の意見） 
   当該施設は、純農村地域である萱野地区における農業後継者の定着を図るため、農業者の

農業技術研修や営農懇談、更には地域住民を含めた交流の拠点として地域振興を目的に昭和

５５年度に設置されたものです。補助事業の制限上、目的に即した活用が望ましいが、当該

地区においても農家戸数の減少や高齢化の進展など農村地域が抱える課題に直面し、施設の

利用が低下しており、今後、当初の目的に沿った利用は困難であると考えられます。 
   また、三笠市においては、過疎化が進む中にあって地域社会の基盤である人材に着目し、

先に構造改革特区の承認を受けている「市立岡山小学校」及び「市立萱野中学校」の英語教

育を基とした「小中一貫教育」に取り組んでおり、これと連携した幼児教育や、地域の農業

者との交流による農業体験学習による情操教育の推進、更には児童生徒が自ら収穫した農産

物を取り入れた給食提供など、地域全体で食育を含む教育の充実強化に取り組むこととして

おります。その中で、幼稚園と保育所、更には小中学校との連携を目的とした今回の地域再

生計画による施設の利用は、三笠市の２１世紀を担う人材の育成と地域の活性化に寄与する

ため必要不可欠の措置であると考えられることから、計画認定に当たり、特段のご理解をお

願いするものであります。 
   なお、閉園日や平日の閉園後については、これまでの地域の行事等にも利用することとし、

特に利用者に支障を生ずることがないように配慮されており、地域交流の場としての機能は

存続されるものと思慮されます。 
 
 （施設の概要） 
    事 業 名  新農業構造改善事業 
    事業目的  農業振興とともに地域全体の振興を目的とし、研修・集会等の多目的施設

の建設により、農業者の生活改善及び健康増進、地域連帯の醸成を図る。 
    事業工期  昭和５５年５月～昭和５５年１１月 
    所 在 地  北海道三笠市萱野１２７番地 
    事業主体  三笠市 
    施設名称  多目的研修センター 
    建築面積    ４５２㎡ 
    延床面積    ４５２㎡ 
    敷地面積  １，９９５㎡ 
    建物構造  鉄筋コンクリート平屋建 
    建 設 費     １０２，１６３千円 
    財源内訳  国庫  ４９，４４１千円 
          市費  １７，５２２千円 
          起債  ３５，２００千円 
    供用開始日 昭和５６年１月 



    管理主体  三笠市 
２ 当該施設における補助目的を取り巻く社会経済情勢の変化 
 
 ○ 施設「多目的研修センター」の整備目的 
   本施設は萱野地区における若手農業後継者の定着化を図り、農業振興をより強力に推進す

るとともに、地域住民相互間の融和を図ることにより、地域全体の振興を目的として、昭和

５４年に施設計画を策定し、昭和５５年に建設着手、昭和５６年１月から施設利用が開始さ

れている。 
   施設建設時は、当該地域が純農村地域であり、既存の集会・研修施設が分散しており、小

規模かつ木造による老朽化著しいものだったため、地域からの強い要望により、１箇所に集

約した形で建設され、主に農業者の技術研修、営農懇談等、また地域の町内会活動や収穫祭

等の交流活動など、幅広く多くの活動に利用されてきた。また、隣接する市立三葉保育所の

幼児と地域住民との交流活動など世代を問わない交流の場としても利用されてきた。 
 
 ○ 社会情勢等の変化 
   石炭産業の発展とともに順調に成長し、全盛期には炭鉱が市内に５箇所稼動、人口も６万

３千人を誇ってきた当市だったが、多目的研修センターを建設した昭和５５年には、炭鉱は

１箇所のみで人口も２万３千人と、石炭産業の衰退とともに人口流出も抑えられず、昭和６

３年に鉄道の廃線、平成元年には唯一稼動していた炭鉱も閉山し、その後も過疎化に歯止め

がかからず、平成１９年４月現在の人口は１万２千人を切る状況になっている。 
   また、市の過疎化とともに、市内の農家戸数も昭和５５年の３２５戸から現在では１４８

戸に減少している。あわせて、高齢化も進み、農業後継者の不足も顕著となっている。施設

の利用状況を見ると利用率も年々減少し、現在では年間わずかに老人クラブや婦人会、町内

会が利用する程度であり、当初の目的である農業振興のための利用はほとんどされていない。 
 
 ○ 有効活用の必要性 
   昭和５６年１月の供用開始後、社会経済情勢の変化等により、施設の利用率も低下してい

き、当初の目的である農業の振興を果たせなくなってきた。 
また、施設建設から２５年が経過し、施設の修繕箇所も年々増えており、市の財政も逼迫

していることから、現在の利用状況では、維持管理についても難しい状況になってきている。 
   そのような中、平成１４年３月の市立幼稚園の閉園後は、市内唯一の幼稚園となっている

民間幼稚園より、園舎が老朽化していることから市の公共施設等への移転による園の存続に

ついての協議申し入れがあった。市としては、三笠市振興開発構想において、幼児の減少、

共働きの増加等を勘案し、保育所と幼稚園の併設を目指していることから、この地域再生計

画により当該施設を園に無償貸与し、「幼稚園」として利用することで、隣接する市立三葉保

育所との連携を実現させ近接する小中一貫教育校及び地域との連携により、幼児教育から充

実させていく「幼・小・中の連携教育の実現も可能となる。以上のように、多目的研修セン

ターへの幼稚園の移転により、存続問題の解決にもつながるとともに、幼児・児童・生徒と

地域との交流を核として、地域の再生と活性化を図り、北海道内有数の教育先進地として発

展させるとともに、教育を通じて地域の農業・商業を後押しする。 



 
３ 当該施設における計画と最近の状況 
 ① 計画利用人数 
     ７，８００人 
 
 ② 当該施設の利用状況 
   平成１５年度  ７５件 １，８２６人 
   平成１６年度  ６７件 １，６２５人 
   平成１７年度  ６７件 １，７７７人 
   平成１８年度  ６９件 １，２１１人 
 
 ③ 当該施設の管理運営費の支出状況 
   平成１５年度  ２，４７５千円 
   平成１６年度  ２，１５５千円 
   平成１７年度  １，５３０千円 
   平成１８年度  １，５７０千円 
 
４ 補助対象施設の現状 
  現在、市が直接管理している。 
  また、地域の過疎化による農業人口の減少及び高齢化が進み、農業後継者の不足も顕著とな

っており、施設の利用状況を見ると利用率も年々減少し、年間わずかに利用されているが、そ

の内容も老人クラブや婦人会、町内会の利用であり、当初の目的にある農業振興のための利用

はほとんどされていない。 
 
５ 転用の必要性 
  施設建設後２５年を経過し、施設の修繕箇所も年々増えており、市の財政も逼迫しているこ

とから、現在の利用状況では、施設の存続についても難しい状況になってきている。 
  また、この地域は古くから地域をあげて学校行事や子ども会活動、伝統芸能の保存・伝承等

に努めており、学校と地域が一体となった取り組みを行っている。さらに、地域内の小中学校

が小中一貫教育特区の認定を受け、市の教育の先駆的地域として動き出していることから、地

域と学校の連携の基盤が既に形成されている。市の構想にある「幼保連携」を推進するため、

また、その先にある「幼・小・中の連携教育」による市の教育重点地域として位置付けるため

にも、施設に保育所が隣接する好立地条件及び施設の有効活用を考えればこの場所が最適であ

り、この施設の幼稚園への転用が、今後の地域における農業・商業・教育の連携ひいては市全

体の活性化にも大きな波及効果がもたらされると考えている。 
 
６ 転用の時期 
  平成２０年４月頃 
 



 
７ 転用の形態 
  市内唯一の民間幼稚園「学校法人北海道カトリック学園三笠藤幼稚園」に無償貸与する。 
 
８ 転用後の施設の目的 
  施設の機能を研修・集会等の多目的利用から幼稚園に全面転用する。 
  ただし、閉園日である土、日曜日や、平日の閉園後については、地域の行事等にも利用し、

この施設を地域と幼児の交流の場として利用していきたい。 
  なお、計画の認定後から通園する幼児の保護者や地域への説明会を開催し、平成２０年度当

初から教室や幼児用トイレの設置等、幼稚園としての機能を持たせるため、施設内の小規模改

修を行い、平成２１年４月からの本格利用を予定している。 
 
９ 転用により期待される効果 
  この地区を「幼保連携」と「小中一貫教育」の連携による「幼・小・中の連携教育」により、

低年齢層からの英語教育による国際化の推進や、地域及び周辺農業者との交流による農業体験

学習による情操教育の推進、児童生徒が自ら収穫した農産物を取り入れた給食や大型商業施設

を利用しての直売等による食育の推進、また国際教育や農業体験による都市部生徒児童との交

流事業の展開など、地域における農業、商工業、教育が一体となって地域の活性化が図られる

とともに、人口の流入、商業施設の集客増など、様々な分野に波及効果をもたらす。 
  また、市にとっても三笠市振興開発構想の実現に向け大きく加速がつき今後のさらなる躍進

につながる。 
 


